高知県特別養護老人ホーム入退所にかかる指針
１　目的

　　　この指針は、特別養護老人ホーム（以下「施設」という。）への入所申込みが増加している中で、施設のサービスを受ける必要性が高い入所希望者を優先的に入所させるという観点から、入退所に関する手続き及び基準の基本的な事項を明示することにより、入退所における透明性・公平性を確保するとともに、介護保険制度の趣旨に即した施設サービスの円滑な実施に資することを目的とします。

２　入所対象者

　（１）通例入所

入所対象者は、介護保険法に定める介護認定審査会において要介護３～５と認定された者のうち、身体上又は精神上著しい障害があるために常時介護を必要とし、環境上の理由や経済的理由等により居宅において介護を受けることが困難な者かつ、入院治療の必要がない者とします。

　（２）特例入所

　　　介護保険法に定める介護認定審査会において要介護１又は２と認定された者のうち、
　　居宅において日常生活を営むことが困難なことについてやむを得ない事由がある者で

　　以下の事情を考慮します。

　　　①　認知症である者であって、日常生活に支障を来すような症状・行動や意思疎通

　　　　の困難さが頻繁に見られること
　　　②　知的障害・精神障害等を伴い、日常生活に支障を来すような症状・行動や意思

　　　　疎通の困難さ等が頻繁に見られること

　　　③　家族等による深刻な虐待が疑われること等により、心身の安全・安心の確保が

　　　　困難であること

　　　④　単身世帯である、同居家族が高齢又は病弱である等により家族等による支援が

　　　　期待できず、かつ、地域での介護サービスや生活支援の供給が不十分であること

　　　

　　　これらの要件を勘案して、特例入所の要件に該当すると判断するに際して、施設は

　　保険者市町村等に対して報告を行うとともに、意見を求めることとします。

　　　また、保険者市町村は施設に対し、地域の居宅サービスや生活支援などの提供体制

　　に関する状況や、担当の介護支援専門員からの居宅等における生活の困難度の聴取の内容なども踏まえ、適宜意見を表明できます。

　　　保険者市町村は、意見の表明・施設との連携方法・頻度等について、予め定めることができます。

３　入所の申込みの方法及び受付簿の管理

　（１）申込方法

　　　入所の申込みは、特別養護老人ホーム入所申込書（様式１）に被保険者証の写し及び介護支援専門員等が作成する「特別養護老人ホーム入所申込意見書（様式２）」を添えて申込んでいただくこととします。なお、施設の必要に応じて、医療・介護情報に関する情報を施設が求めることができるものとします。

　（２）施設としての説明

　　　施設は、入所申込書を受け付ける際に、入所申込者等に入所順位の決定方法及び施設サービスの内容等について説明に努めるものとします。

（３）受付簿の管理

　　　施設は入所申込み受付簿を作成し、申込書を受理した場合は、受付簿にその内容を記載して管理するものとします。

　　　また、申込書を受理後、２年間を超えるものは、入所の必要性を再確認し、入所申込者の状況を把握するものとします。

４　入所判定委員会　

　（１）委員会の設置

施設は、入所の決定に係る委員会「入所判定委員会」を設置するものとします。

（２）委員の構成

　　　入所判定委員会は、施設長、介護支援専門員、生活相談員、看護職員、介護職員等の関係職員で構成します。また、入所判定委員会には、施設職員以外の第三者の委員を参加させるよう努めるものとします。

（３）開催方法

　　　入所判定委員会は、施設長が招集し、必要に応じて開催します。

（４）所掌事務

　　　入所判定委員会は、別紙－１の「入所申込判断基準」に基づいて入所の必要性の高い者の名簿を整備したうえで、この指針の５及び６に掲げる事項について総合的に判断し、合議により入所の判定を行うこととします。

（５）議事録

　　　入所判定委員会は、入所に係る協議の内容を記載した議事録を作成し、５年間保管するものとします。

５　入所者決定の調整

　　　入所判定委員会においては、別紙－１の「入所申込判断基準」に基づき入所順位を基本的には決定するものとします。ただし、以下の評価基準の項目により総合的に判断することができるものとします。なお、その判断結果について入所申込者に対し十分説明を行うものとします。

（１）評価基準の項目

①専門床や個室等の施設整備の状況

②医療的処置に対する体制

③生活環境や地域性

６　特別な事由による入所

　　　次に掲げるいずれかの場合においては、入所判定委員会の審議によらず施設長の判断により入所を決定することができるものとします。この場合において、施設長は次回の入所判定委員会に報告するものとします。

（１）市町村から入所依頼があった場合

　　　市町村から、老人福祉法第１１条第１項第２号の規定に基づく措置入所依頼があった場合、又は在宅における虐待や介護放棄、事故の発生等の事情により、市町村が緊急性を認め、入所依頼があった場合は優先的に入所させることができるものとします。

（２）長期入院後に再入所する場合

　　入所者が入院治療の必要性が生じて病院に入院し、概ね３ヵ月以内に退院することが明らかに見込まれるときは、退院後に円滑に入所できるように計画的にベッドを確保するとともに、入院が３ヵ月を超えた場合についても、在宅生活が困難と認められるなど状況に応じて再入所を優先することができるものとします。

（３）緊急性等が認められる場合

　　入所希望者や介護者の心身の状況が急に悪化するなど、在宅サービス等を利用してもなお在宅生活が困難と判断された場合には、優先的に入所させることができるものとします。

（４）退所後に再入所する場合

　　入所者が退所後に、心身の状況や在宅環境が急に悪化し、退所前の状況と変わらないと認められる場合は、再入所を優先することができるものとします。

７　退所を検討する基準

　　入所者は、次に掲げる入所者の心身の状況や退所後に置かれる環境等を十分に検討した上で施設を退所することになります。その場合、施設は退所における必要な援助を行うこととします。

（１）退所の基準

　①　要介護認定において、自立若しくは要支援１又は２、要介護１又は２と認定された場合

　　　但し、２－（２）特例入所の入所対象者は除きます。
　②　入所者及び家族等から、退所の希望がある場合

　③　３ヵ月を超えると見込まれる入院が必要となった場合

　④　感染力の強い感染症に羅患した場合や医学的管理の必要性が増大し、施設での介護や集団生活が困難と認められる場合

（２）退所の判断

　　　施設は、要介護度の改善等があった場合、在宅復帰等について相談できることとし、退所の判断に際しては、入所者や家族等の意向を十分に尊重することとします。また、入所者の心身の機能や健康状態の安定性を検証するとともに、退所後の在宅における介護力や介護環境、あるいは地域における保健医療サービス及び居宅サービス体制等を十分に確認することとします。

（３）退所に向けた支援

　　　施設は、円滑な退所に向けて、事前に介護者に対して必要な介護技術等のアドバイスを行うとともに、入所者及び介護者等への精神的ケアを行うものとします。また、退所者が指定介護老人福祉施設以外への入所を希望する場合は、施設の選定や経済的負担等に関する適切な助言を行うものとします。

（４）退所後の支援

　　　施設は、退所に際しては、入所者又は家族等の同意を得たうえで、居住地の地域包括支援センター等に必要な情報提供を行うとともに、その他保健医療サービス又は福祉サービスを提供する者との密接な連携に努めることにより、退所者に対する適切な支援を行うものとします。

８　個人情報の取り扱い

　　　入所判定委員会及び施設は、個人情報に関するルール及び体制を確立し、個人情報に関連する法令その他の関係法令等を遵守し、個人情報の保護に努めるものとします。入所申込者及び退所者の個人情報利用については、あらかじめ、入所申込者、退所者及び家族等に十分に説明の上、同意を得ない限り入所判定委員会及び施設サービスの提供、高齢者施策に役立たせるため高知県及び関係市町村から要請があった場合以外には決して利用しないものとします。

附　則（平成２４年１１月１６日）

１　この指針は、平成２５年１月１日から適用します。

２　平成１５年１月１日適用の「高知県特別養護老人ホーム入所にかかる指針」は、廃止します。
附　則（平成２７年３月９日）


１　この指針は、平成２７年４月１日から適用します。











